
一般財団法人 砂防フロンティア整備推進機構 

Ⅰ 法人の概要（平成 24 年 4 月 1 日現在）

1 所 在 地    東京都千代田区平河町 2-7-4 砂防会館別館 6Ｆ 

2 設 立 年 月 日    平成 3 年 10 月 18 日（平成 24 年 4 月Ⅰ日 一般財団法人移行） 

3 代 表 者    理事長  森 俊勇 

4 基 本 財 産    400,000 千円 

5 北九州市の出捐金    500 千円（出捐の割合 0.1％） 

6 役 職 員 数    ・役員数      8 人 

                 うち常勤    2 人（うち北九州市からの派遣職員 0 人） 

                 うち非常勤   6 人 

               ・顧問数      1 人（非常勤） 

               ・職員数     46 人（うち北九州市からの派遣職員 0 人） 

                 うち臨時職員  9 人 

Ⅱ 平成 23 年度事業実績 

平成 23 年度は、当機構が従来から培ってきた民間より高い優位性をもった調査研究を中心に鋭意取り

組んだ他、先導的な調査研究にも取り組んだ。 

特に「土砂災害防止法(平成13年4月に施行)に基づく“土砂災害警戒区域等の調査及び照査”の推進」、

「砂防設備の“登録有形文化財等への登録とその保全・利活用”に関する調査研究」、「既存の砂防設

備等の“巡視点検・維持補修・安全利用”に関する調査研究」「砂防指定地等の“管理”に関する調査

研究」及び「ＧＩＳを活用した“砂防関連情報管理システム”の構築」などを重点的に実施したほか、

改正土砂災害防止法(平成 23 年 5 月施行)を踏まえ、従来から行ってきている「大規模な土砂災害に対応

した“危機管理体制”に関する調査研究」の充実を図った。 

その結果、受託業務の事業量については、公共事業の減額や契約方式等を勘案し、当初計画は昨年と

同等を見込み、かつ補正計画では 1割ほど上回る計画としたところであるが、概ね計画で見込んだ結果

となった。 

また、受託件数は 79件であった。 

一方、民間と共同開発した「土砂災害警戒区域等設定支援システム及び管理システム」などの技術を

積極的に活用し、土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務を支援するとともに、「砂防管理情報セン

ター(Ｓａｂ。Ｄ－ＭａＣ)」による都府県並びに直轄砂防担当事務所の砂防関連情報の保守管理業務に

も取り組み、砂防行政サービスの向上について支援を行った。 

また、先導的な調査研究テーマに関する自主研究、ならびに民間との共同研究を積極的に実施したほ

か、平成 22 年度に国立大学法人筑波大学大学院に開講した「環境防災学」寄附講座について継続的な支

援を行った。 

その他、法人の目的を達成するための事業として(財)日本宝くじ協会の助成により新たに「砂防ボラ

ンティアの現地活動用車両ならびに資機材」の配備を進めた他、「木村基金」による助成事業、さらに、

国土交通省、関係団体が主催する行事等への講師派遣、砂防関連行事への協賛などの協力・支援等を幅

広く実施した。 



さらに、東日本大震災(平成 23年 3 月 11 日発生)の復興に関しては、これまでの研究成果を生かし行

政当局の指導のもと積極的な取り組みを行った。 

なお、一般財団法人への移行については、本年 3月 28 日に内閣総理大臣の認可を受け、4月 1 日に一

般財団法人の設立の登記を行い、移行が完了したところである。 

平成 23 年度受託等内訳 （単位：千円） 

委託者等別 件数 受託等金額 

国土交通省 27 618,173

地方公共団体 46 191,137

民    間 6 19,101

合    計 79 828,411

Ⅲ 平成23年度決算 

1 貸借対照表 

平成 24 年 3 月 31 日現在(単位：円) 

科   目 当年度 前年度 増 減 
Ⅰ 資産の部
  1 流 動 資 産 

現 金 預 金 296,742,961 139,479,560 157,263,401
有 価 証 券 0 296,950,700 ▲296,950,700
未 収 金 719,942,595 638,634,830 81,307,765
貸 倒 引 当 金 ▲173,000 ▲319,000 146,000

流 動 資 産 合 計 1,016,512,556 1,047,746,090 ▲31,233,534

  2 固 定 資 産 
⑴ 基 本 財 産 

投 資 有 価 証 券 399,272,640 399,272,640 0
定 期 預 金 727,360 727,360 0

基 本 財 産 合 計 400,000,000 400,000,000 0

⑵ 特 定 資 産 
木 村 基 金 417,742,847 414,120,703 3,622,144
調 査 研 究 開 発 基 金 1,000,958,952 989,780,893 11,178,059
役員退職慰労引当資産 30,649,450 28,319,450 2,330,000
退 職 給 付 引 当 資 産 72,049,166 64,450,041 7,599,125

特 定 資 産 合 計 1,521,400,415 1,496,671,087 24,729,328

⑶ その他固定資産 
建 物 8,226,447 8,809,050 ▲582,603
什 器 備 品 12,651,279 11,227,755 1,423,524
電 話 加 入 権 921,260 921,260 0
ソ フ ト ウ ェ ア 145,677,166 154,806,429 ▲9,129,263
特 許 権 等 1,716,193 903,735 812,458
投 資 有 価 証 券 30,839,760 11,359,960 19,479,800
定 期 預 金 10,173,514 10,173,514 0
敷 金 35,149,320 35,149,320 0

そ の 他 固 定 資 産 合 計 245,354,939 233,351,023 12,003,916

固 定 資 産 合 計 2,166,755,354 2,130,022,110 36,733,244

資 産 合 計 3,183,267,910 3,177,768,200 5,499,710
Ⅱ 負債の部
  1 流 動 負 債 

未 払 金 607,607,502 648,213,197 ▲40,605,695
未 払 法 人 税 等 70,000 70,000 0
未 払 消 費 税 等 11,548,900 317,600 11,231,300



賞 与 引 当 金 9,100,000 10,700,000 ▲1,600,000
前 受 金 0 2,980,000 ▲2,980,000
預 り 金 3,687,462 1,841,148 1,846,314

流 動 負 債 合 計 632,013,864 664,121,945 ▲32,108,081

  2 固 定 負 債 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 30,649,450 28,319,450 2,330,000
退 職 給 付 引 当 金 72,049,166 64,450,041 7,599,125

固 定 負 債 合 計 102,698,616 92,769,491 9,929,125

負 債 合 計 734,712,480 756,891,436 ▲22,178,956
Ⅲ 正味財産の部
  1 指定正味財産 

寄 附 金 ( 基 本 財 産 ) 400,000,000 400,000,000 0
寄 附 金 ( 木 村 基 金 ) 12,600,000 12,600,000 0

指 定 正 味 財 産 合 計 412,600,000 412,600,000 0

(うち基本財産への充当額) (400,000,000) (400,000,000) (0)
(うち特定資産への充当額) (12,600,000) (12,600,000) (0)

2 一般正味財産 2,035,955,430 2,008,276,764 27,678,666
(うち基本財産への充当額) (0) (0) (0)
(うち特定資産への充当額) (1,406,101,799) (1,391,301,596) (14,800,203)

正 味 財 産 合 計 2,448,555,430 2,420,876,764 27,678,666

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 3,186,267,910 3,177,768,200 5,499,710

2 正味財産増減計画書                        自 平成 23年 4 月 1 日 

至 平成 24 年 3 月 31 日(単位：円) 

科   目 当年度 前年度 増 減 
Ⅰ 一般正味財産増減の部
  1 経常増減の部 

⑴ 経 常 収 益 
① 基本財産運用益 

基 本 財 産 受 取 利 息 8,407,422 8,432,021 ▲24,599
② 木村基金運用益 

木 村 基 金 受 取 利 息 6,055,800 5,050,000 1,005,800
③ 調査研究開発基金運用益

調査研究開発基金受取利息 6,471,666 6,108,764 362,902
④ 事 業 収 益 1,229,990,825 1,176,570,410 53,420,415

調査研究開発事業収益 574,681,800 505,297,000 69,384,800
情報提供等事業収益 24,600 27,500 ▲2,900
管理業務補助事業収益 334,236,425 302,299,910 31,936,515
特許料等管理業務事業収益 321,048,000 368,946,000 ▲47,898,000

⑤ 受取補助金等 
受 取 民 間 助 成 金 39,165,000 40,000,000 ▲835,000

⑥ 雑 収 益 6,011,273 6,090,363 ▲79,090
受 取 利 息 収 益 667,273 444,885 222,388
雑 収 益 5,344,000 5,645,478 ▲301,478

⑦ 基本財産評価益 
基 本 財 産 評 価 益 19,479,800 11,359,960 8,119,840

⑧ 特定資産評価益 
特 定 資 産 評 価 益 10,656,500 0 10,656,500

経 常 収 益 計 1,326,238,286 1,253,611,518 72,626,768

⑵ 経 常 費 用 
① 事 業 費 1,161,601,909 1,128,819,236 32,782,673

調査研究開発事業費 463,691,297 413,874,399 49,816,898
情 報 提 供 等 事 業 費 62,214,209 62,985,507 ▲771,298
管理業務補助事業費 272,108,190 271,178,403 929,787
広 報 事 業 費 48,786,317 47,201,424 1,584,893



技術管理等業務事業費 239,821,623 273,996,285 ▲34,174,662
支 払 寄 附 金 14,000,000 3,000,000 11,000,000
建 物 減 価 償 却 費 1,213,111 1,319,790 ▲106,679
什器備品減価償却費 6,004,568 4,066,932 1,937,636
ソフトウェア減価償却費 46,402,637 42,795,588 3,607,049
特許権等減価償却費 71,117 0 71,117
退 職 給 付 費 用 7,434,840 8,282,908 ▲848,068
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲146,000 118,000 ▲264,000

② 管 理 費 135,989,888 131,409,257 4,580,631
人 件 費 75,833,672 78,472,547 ▲2,638,875
管 理 諸 費 41,927,244 35,066,290 6,860,954
事 務 所 賃 貸 料 11,273,572 11,318,668 ▲45,096
建 物 減 価 償 却 費 230,492 269,270 ▲38,778
什器備品減価償却費 1,086,272 1,071,336 14,936
ソフトウェア減価償却費 343,476 54,054 289,422
役員退職慰労引当金繰入額 2,330,000 2,110,000 220,000
退 職 給 付 費 用 2,965,160 3,047,092 ▲81,932

③ 特定資産評価損 
特 定 資 産 評 価 損 0 23,495,782 ▲23,495,782

経 常 費 用 計 1,297,591,797 1,283,724,275 13,867,522

当 期 経 常 増 減 額 28,646,489 ▲30,112,757 58,759,246

  2 経常外増減の部 
⑴ 経 常 外 収 益 

特 許 権 等 振 替 額 0 556,395 ▲556,395

経 常 外 収 益 計 0 556,395 ▲556,395

⑵ 経 常 外 費 用 
什 器 備 品 除 却 額 897,823 225,273 672,550

経 常 外 費 用 計 897,823 225,273 672,550

当 期 経 常 外 増 減 額 ▲897,823 ▲331,122 ▲672,550

税引前当期一般正味財産増減額 27,748,666 ▲29,781,635 57,530,301

法人税・住民税及び事業税 70,000 70,000 0

当期一般正味財産増減額 27,678,666 ▲29,851,635 57,530,301

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 2,008,276,764 2,038,128,399 ▲29,851,635

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 2,035,955,430 2,008,276,764 27,678,666
Ⅱ 指定正味財産増減の部

基 本 財 産 運 用 益 8,407,422 8,432,021 ▲24,599
木 村 基 金 運 用 益 218,112 175,700 42,412
一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額 ▲8,625,534 ▲8,607,721 ▲17,813

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 412,600,000 412,600,000 0

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 412,600,000 412,600,000 0
Ⅲ 正味財産期末残高 2,448,555,430 2,420,876,764 27,678,666



Ⅳ 平成24年度事業計画

平成 24 年度は、一般財団法人への移行後の初年度として、公益目的支出計画に基づく公益目的事業(継

続事業)を着実に実施するとともに、定款に基づく調査・研究項目に関する収益事業にも積極的に取組む

こととする。 

公益目的事業としては、定款に基づく先導的な調査・研究テーマに関する自主研究並びに民間との共

同研究を積極的に実施するとともに、平成 16 年度に設置した「砂防管理情報センター(Ｓａｂ。Ｄ－Ｍ

ａＣ)」において砂防関連情報の保守管理に取組む。また、「木村基金」による助成事業、(財)日本宝く

じ協会の助成による砂防ボランティア団体への「土砂災害等の調査用車両及び資機材」の配備を進める

他、砂防関連行事への協力・支援等を幅広く実施する。 

収益事業としては、 

・土砂災害防止法(平成 13 年 4 月施行)に基づく土砂災害警戒区域等に関る調査研究 

・砂防設備等を活用した地域整備・活性化に関する調査・研究 

・砂防設備の登録有形文化財等への登録とその保全・利活用に関する調査・研究 

・砂防関係施設の巡視点検・維持補修・長寿命化・安全利用に関する調査・研究 

などを重点的に実施するとともに、土砂災害防止法の改正(平成 23 年 5 月施行)を踏まえ、従来から行っ

てきている「大規模な土砂災害に対応した危機管理体制の整備等に関する調査・研究」を強力に推進す

る。 

また、東日本大震災(平成 23 年 3月 11 日)並びに台風 12 号(平成 23 年 9月)による紀伊山系の大規模

土砂災害の被災地の復興に関して、これまでの研究成果を活かし積極的な取り組みを行う。 

一方、民間と共同開発した「土砂災害警戒区域等設定支援システム及び管理システム」などの技術を

積極的に活用し、「土砂災害警戒区域等の指定促進や管理業務」を支援するとともに、「地方自治体や国

の機関が保有する砂防関連情報のデータベース化等」の業務にも積極的に取組む。 

さらに、平成 22年度に寄附講座として開講した国立大学法人筑波大学大学院の「環境防災学」講座に

ついて積極的な支援を行う。 

Ⅴ 平成 24 年度予算 

1 収支予算書                      自 平成 24 年 4 月 1 日 

至 平成 25 年 3 月 31 日(単位：千円) 

科   目 予算額 前年度 増 減 
Ⅰ 一般正味財産増減の部
  1 経常増減の部 

⑴ 経 常 収 益 
① 基本財産運用益 

基本財産運用利息 6,700
② 特定資産運用益 10,700

木村基金運用利息 5,100
調査研究開発基金運用利息 5,600

③ 事 業 収 益 1,080,100
調査研究開発事業収益 450,000
管理業務用事業収益 370,000
特許権等管理業務事業収益 260,000
情報提供等事業収益 100

④ 受取補助金等 
受 取 民 間 助 成 金 40,000



⑤ 受 取 寄 附 金 
受 取 寄 附 金 100

⑥ 雑 収 益 300
受 取 利 息 収 益 240
雑 収 益 60

経 常 収 益 計 1,137,900

⑵ 経 常 費 用 
① 事 業 費 1,148,000

公 益 目 的 事 業 130,000
情報提供等事業費 75,000
広 報 事 業 費 55,000

収 益 事 業 等 1,018,000
調査研究開発事業費 430,000
管理業務等事業費 339,000
技術管理等業務事業費 249,000
寄 附 金 0

② 管 理 費 51,000
人 件 費 31,000
管 理 諸 費 20,000

経 常 費 用 計 1,199,000

当 期 経 常 増 減 額 ▲61,100

  2 経常外増減の部 
⑴ 経 常 外 収 益 

経 常 外 収 益 計 0

⑵ 経 常 外 費 用 

経 常 外 費 用 計 0

当 期 経 常 外 増 減 額 0
税引前当期一般正味財産増減額 ▲61,100
法人税等・住民税及び事業税 70

当期一般正味財産増減額 ▲61,170
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 2,008,277
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 1,947,107

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 412,600
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 412,600

Ⅲ 正味財産期末残高 2,359,707

Ⅵ 役 員 名 簿

平成 24 年 5 月 1 日現在 

役  職 氏   名 所      属 

理 事 長（常 勤） 森  俊 勇  

副理事長（非常勤） 金 盛  弥 元大阪府副知事 

理  事（非常勤） 阿  部  伸 一 郎 セントラル建設㈱ 代表取締役社長 

理  事（非常勤） 菅 家 洋 一 会津土建㈱ 取締役社長 

理  事（常 勤） 坂 口 哲 夫  

理  事（非常勤） 高 橋 俊 一 三好内外国特許事務所所長兼ＣＥＯ 

理  事（非常勤） 水 山 高 久 京都大学大学院教授 

理  事（非常勤） 髙 梨 智 弘 ㈱日本総合研究所フェロー 


